




























































 

 

 

郵便約款の変更の認可申請の概要及び審査結果 

（電子郵便サービスの改善） 
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１ 変更の認可申請の概要 

(1) 変更の趣旨 

電子郵便（レタックス、コンピュータ郵便及びハイブリッドめーる）について、サービスの高度化及び料金の値下

げ等を図ることにより、利用者利便性を向上させることを以て、取扱通数の増加を図る。 

(2) 変更の概要 

①レタックスのサービス改善 

・引受け方法に、現在の窓口での引受けに加え、Web 引受け及び電話引受け（フリーダイヤル）を追加 

・出力台紙について、プリンター印字（ＦＡＸ送信による印刷品質の低下を防止）、カラー印刷（Web 引受けの場合

のみ）を導入し、併せて、高級台紙（漆調木製フレーム等）を新設する 

・通信文の２枚目以降の料金を値下げ 

・配達時間帯希望サービスの開始 

・追跡サービスの開始 

 
 

 

 

 

 

 

②「ハイブリッドめーる」を「コンピュータ郵便」に統合 

ハイブリッドめーるに係る設備が更改時期を迎えるため、設備の効率利用を図る観点から、ハイブリッ

ドめーるをコンピュータ郵便に統合し、併せて、料金を値下げする（ハイブリッドめーるのサービス水準

は維持）。 

引受方法  料金 (単位：円) 
 基本 特殊(1枚まで) 追加(1 枚毎)

窓口引受 80 500/820 200
＊特殊料金は、台紙の種類（2 種類）により異なる。 

引受方法  料金 (単位：円) 
 基本 特殊(1枚まで) 追加(1 枚毎) 

窓口引受 80 500～4,920 1 枚毎  100 
Web 引受 80 420～4,840  1 枚毎   30 
電話引受 80 500～4,920 5 文字毎 90 

(注１)特殊料金は、台紙の種類(6 種類)により異なる。 
(注 2) Web 引受では、カラー印刷も可能であり、特殊

の料金で 20 円、追加料金で 20 円の加算となる（基
本料金は同額）。 

（注３）電話引受けの特殊料金(1 枚まで)の最低料金
は、１５文字までの料金である。 

・引受け方法の追加 
(Web 引受について

は低い料金設定) 
・台紙種類の追加 
・追加料金の値下げ 
・配達時間帯希望 
・追跡サービスの提供
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 【ハイブリッドめーる】 

 

 

 

                                     【コンピュータ郵便（Ｗｅｂ引受け）】 

  

 

【（参考）コンピュータ郵便】 

 

 

 

 

 

 

③その他 

 ア.料金の支払い方法 

  ・Web 引受けの電子郵便の支払い方法について、クレジットカード払を可能とする 

（これまでは、電子郵便では、ハイブリッドめーる及び電子内容証明郵便のみがクレジットによる支払いが可能であった

が、クレジットによる支払いを「Web 引受けにおけるレタックス及びコンピュータ郵便」を可能とするもの）。 

 ・電話引受けのレタックスは、電話会社への収納委託及びクレジットカード払を可能とする 

 イ.電子内容証明郵便（内容証明郵便について Web 引受けをするもの） 

   料金の引下げ（これまで、電子内容証明郵便は、ハイブリッドめーるに付加する特殊取扱であったが、コンピュータ郵便

（Web 引受け）に統合されることから、コンピュータ郵便の料金が適用され、値下げとなる）） 

(3) 実施予定日 平成 22 年 2 月 1日（月） 

  料金 (単位：円) 
 基本 特殊 追加(1 枚のみ)

白黒 80 1 枚まで 20 5
カラー 80 1 枚まで 120 25

  

  料金 (単位：円) 
 基本 特殊 追加(1 枚毎) 

白黒のみ 80 1 枚まで 21 5

 (注) 会社製用紙（Ａ４）・封筒の場合。料金は、用紙・
封筒の私製・会社製の別、用紙サイズ等により異な
る。 

  料金 (単位：円) 
 基本 特殊 追加(1 枚毎) 

白黒 80 1 枚まで 15 5 
カラー 80 1 枚まで 60 50 

（注）このほかのコンピュータ郵便は、現行どおり提
供される。 

 
ハイブリッドめーる

をコンピュータ郵便

に統合 
・特殊取扱料金の値

下げ 
・封入枚数の増加 

（2 枚→4 枚） 
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２ 審査結果 

申請された郵便約款の変更については、郵便法（昭和 22 年法律第 165 号。以下「法」という。）及び郵便法施

行規則（平成 15 年総務省令第 5号。以下「施行規則」という。）の以下の規定に適合したものと認められること

から､これを認可することが適当である。 

 
審査基準 審査結果 理  由 

【施行規則第 26 条】 

会社は、法第 68 条第 1 項の規

定により郵便約款の認可を受け

ようとするときは、次に掲げる事

項を記載した申請書を提出しな

ければならない。  

 一 郵便約款（変更の認可の申

請の場合は、新旧の対照を明

示すること。）  

 二 実施予定期日  

 三 変更の認可の申請の場合

は、変更を必要とする理由 

 
適 

 

 

郵便事業株式会社から提出された認可申請書には、施行規則第 26 条に定める

事項が記載されていることから、認可申請書として適当なものと認められる。  

 

 

 

 

 



4 
 

審査基準 審査結果 理  由 
【法第 68 条第 2項第 1号】 

1 次に掲げる事項が適正かつ明

確に定められていること 

 
 

 

 イ この法律又はこの法律

に基づく総務省令の規定

により郵便約款で定める

こととされている事項 

適 変更申請の内容は、郵便物の特殊取扱である電子郵便について、ファクシミリ

送信型電子郵便の引受け方法等の追加、コンピュータ発信型電子郵便の引受け方

法等の追加並びにこれに伴うインターネット利用型電子郵便の廃止、及び電話利

用型電子郵便を新設するもの等であり、郵便約款上郵便の役務を提供するための

条件が適正かつ明確に定められていることから、適当なものと認められる。  
ロ 郵便物の引受け、配達、

転送及び還付並びに送達

日数に関する事項 

適 変更申請の内容のうち､郵便物の引受け及び配達に関する事項は以下のとお

り｡ 

○ファクシミリ送信型電子郵便 
郵便物の引受けの方法に、電子情報処理組織（インターネット）による方法を

追加するもの、及び配達の方法に配達時間帯希望の取扱いを追加するもの。 
○コンピュータ発信型電子郵便 
インターネットを利用した郵便物の引受け方法を追加するもの（これに伴い、

インターネット利用型電子郵便は廃止するもの）。 
○電話利用型電子郵便 
 郵便物の引受けの方法に、事前の事業所の承認を必要としない電話による方法

を新設するもの、及び配達の方法に配達時間帯希望の取り扱いを行うもの。 
○電子内容証明郵便 
 電子内容証明郵便は、これまで、内容証明の取扱いをインターネット利用型電

子郵便で行うものであったが、インターネット利用型電子郵便のコンピュータ発

信型電子郵便への統合に伴い、内容証明の取扱いをコンピュータ発信型電子郵便

へ変更するもの。 
以上の事項について、郵便物の引受け及び配達に関する事項が適正かつ明確に

定められていることから、適当であると認められる。  
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審査基準 審査結果 理  由 
ハ 郵便に関する料金の収

受に関する事項 
適 変更申請の内容のうち、郵便に関する料金の収受に係る事項については、 

○ファクシミリ送信型電子郵便及びコンピュータ発信型電子郵便に、インターネ

ットによる引受けを追加するに際して、クレジットカード払の取扱いを行うもの 
○新設する電話利用型電子郵便について、クレジットカード払等の取扱いを行う

もの 
であり、郵便に関する料金の収受に関する事項が適正かつ明確に定められている

ことから、適当であると認められる。 
ニ その他会社の責任に関

する事項 
－ 従前と同様の取扱いであり変更はない。 

【法第 68 条第 2項第 2号】 

2 特定の者に対し不当な差別的

取扱いをするものでないこと。

適 変更申請の内容には、特定の者に対し不当な差別的取扱いをする規定は存在し

ないことから、適当であると認められる。 
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●郵便法（昭和二十二年十二月十二日法律第百六十五号）（抜粋）  

（郵便約款）  

第六十八条 会社は、郵便の役務に関する提供条件（料金及び総務省令で定める軽微な事項に係るものを除く。）について郵便約款を定め、総務大臣

の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。  

２ 総務大臣は、前項の認可の申請が次の各号のいずれにも適合していると認めるときでなければ、同項の認可をしてはならない。  

 一 次に掲げる事項が適正かつ明確に定められていること。  

  イ この法律又はこの法律に基づく総務省令の規定により郵便約款で定めることとされている事項 

  ロ 郵便物の引受け、配達、転送及び還付並びに送達日数に関する事項 

  ハ 郵便に関する料金の収受に関する事項 

  ニ その他会社の責任に関する事項 

 二 特定の者に対し不当な差別的取扱いをするものでないこと 

（審議会等への諮問）  

第七十三条 総務大臣は、次に掲げる場合には、審議会等（国家行政組織法 （昭和二十三年法律第百二十号）第八条 に規定する機関をいう。）で政

令で定めるものに諮問しなければならない。  

 一 第六十七条第三項、第六十八条第一項又は第七十条第一項の規定による認可をしようとするとき。  

 二 第六十七条第二項第三号又は第七十条第三項第二号から第四号までの総務省令を制定し、又は改廃しようとするとき。  

 三 第七十一条の規定による命令をしようとするとき。  

 

●郵便法第七十三条の審議会等を定める政令（平成十五年三月二十八日政令第八十三号） 

  郵便法第七十三条の審議会等で政令で定めるものは、情報通信行政・郵政行政審議会とする。  
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